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１．総論 

【総括判断】「県内経済は、一部に弱さがみられるものの、持ち直してい
る」   

項 目 前回（５年１月判断） 今回（５年４月判断） 
前回 
比較 

総括判断 持ち直している 
一部に弱さがみられるものの、
持ち直している  

（注）５年４月判断は、前回１月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。    

（判断の要点） 

個人消費は、物価上昇の影響はみられるものの、持ち直している。生産活動は、一部に供給面での制約

の影響がみられる中、足踏みの状況にある。雇用情勢は、持ち直している。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（５年１月判断） 今回（５年４月判断） 
前回 
比較 

個人消費 
物価上昇の影響はみられるものの、持ち直し
ている 

物価上昇の影響はみられるものの、持ち直し
ている  

生産活動 
一部に供給面での制約の影響がみられる中、
持ち直しのテンポが緩やかになっている 

一部に供給面での制約の影響がみられる中、
足踏みの状況にある  

雇用情勢 持ち直している 持ち直している 
 

設備投資 
４年度は増加見込みとなっている（全規模・
全産業） 

４年度は増加見込みとなっている（全規模・
全産業）  

企業収益 ４年度は増益見込みとなっている（全規模） ４年度は増益見込みとなっている（全規模） 
 

企業の 

景況感 
「下降」超に転じる（全規模・全産業） 

「下降」超幅が拡大している（全規模・全産

業）  

住宅建設 前年を下回っている 前年を下回っている 
 

公共事業 前年を下回っている 前年を上回っている 
 

【先行き】 

先行きについては、ウィズコロナの下で、各種政策の効果もあって、景気が持ち直していくことが期待
される。ただし、世界的な金融引締め等が続く中、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスク
となっている。また、物価上昇、供給面での制約、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要があ
る。 

 

２．各論 
◼ 個人消費 「物価上昇の影響はみられるものの、持ち直している」 
百貨店、スーパー、コンビニエンスストア、ドラッグストア及びホームセンターの各販売額及び新車登

録届出台数は前年を上回っている。家電の販売額は前年を下回っている。このほか、宿泊や飲食サービス
などは持ち直している。このように個人消費は、物価上昇の影響はみられるものの、持ち直している。 
 

 



（主なヒアリング結果） 

➢ 特選ブランドなどの高級品の需要が堅調で、単価が上昇していることや、前年同期は、まん延防止等重点措置期間中だっ
たことから、その反動増もあり、売上高・客数・客単価が前年を上回っている。（百貨店、大企業） 

➢ 前年同期は、かながわPayの実施期間中だったため、その反動もあり売上高等は前年同期比で減少。消費者に「買い上げ
点数の減少」「低価格帯を選択」といった傾向が表れているほか、内食需要の減少も感じる。（スーパー、中小企業） 

➢ 前期と比較しても、人流の回復が進み、おにぎりやカウンターフードなどの行楽関係商品の需要が堅調。（コンビニエン
スストア、中堅企業） 

➢ 原材料価格やエネルギーコストの上昇を新製品の価格に転嫁していることから客単価は上昇傾向にある一方で、客数は前
年同期比で94％程度となっており、価格上昇に伴う客単価の増で客数の減少をカバーしている状況。（家電量販店、大企業） 

➢ 来店客数の増加に加え、客単価についてもメニューの見直し、一部のドリンクの価格改定を実施したことから上昇してお
り、売上増加につながっている。（飲食サービス、中小企業） 

➢ 全国旅行支援、円安効果や近隣施設のイベント開催数が増加したことにより、宿泊部門の景況はコロナ前と比べても回復
したと言っていい状況。（宿泊、中小企業） 

◼ 生産活動「一部に供給面での制約の影響がみられる中、足踏みの状況にある」 

生産を業種別にみると、生産用機械が増加しているものの、輸送機械、化学及び食料品・飲料は減少し

ていることから、一部に供給面での制約の影響がみられる中、足踏みの状況にある。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 売上や需要は比較的堅調であるが、半導体不足を起因として、生産が計画通りにいかない面が引き続き生じている。（輸

送機械、大企業） 
➢ 国内向け製品は外出機会の増加により生産量が増えた一方で、中国向け製品の生産が中国国内での需要減を受けて減少し
たため、総じてみると前年同期比で生産量は減少。（化学、大企業） 

➢ 需要は好調であるものの、鳥インフルエンザの影響による卵不足や人手不足によって、生産が追い付かない状況。（食料
品・飲料、中堅企業） 

➢ 生産量としては前年同期比でほぼ横ばい、足元で受注の勢いの低下は感じるが、水準としては依然として高いところにあ
るため、好況といえる。（生産用機械、大企業） 

 

◼ 雇用情勢 「持ち直している」 

有効求人倍率及び新規求人数は概ね横ばいであることや、雇用保険受給者実人員が前年を下回ってい

ることから、雇用情勢は、持ち直している。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 需要は回復しているものの、調理・宿泊部門を中心に従業員が不足しており、稼働率を抑えざるを得ない状況。（宿泊業、
中小企業） 

➢ 人手不足を防ぐための待遇改善、世の中の環境変化を踏まえ、ベアと定期昇給を数年ぶりに実施。（建設、大企業） 

◼ 設備投資 「４年度は増加見込みとなっている」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」５年１-３月期 
○ ４年度の設備投資計画額をみると、全産業で前年度比25.6％の増加見込みとなっている。業種別にみると、
製造業は同23.3％の増加見込み、非製造業は同30.3％の増加見込みとなっている。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 店舗数拡大による建設費及び土地購入、在庫管理システムの導入といった設備投資を実施。（小売業、大企業） 

➢ コロナ禍の影響で止まっていた設備の維持更新等の設備投資を行った。（製造業、大企業） 

◼ 企業収益 「４年度は増益見込みとなっている」（全規模）「法人企業景気予測調査」５年１-３月期 
○ ４年度の経常利益（除く「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」）をみると、全規模で前年度比 4.4％
の増益見込みとなっている。業種別にみると、製造業は同 2.5％の減益見込み、非製造業は同 16.8％の増益
見込みとなっている。 

◼ 企業の景況感 「『下降』超幅が拡大している」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」５年１-３月期 
○ 企業の景況判断ＢＳＩをみると、全産業で「下降」超幅が拡大している。規模別にみると、大企業は「下
降」超幅が縮小し、中堅企業は「下降」超に転じ、中小企業は「下降」超幅が拡大している。 

◼ 住宅建設 「前年を下回っている」 

○ 新設住宅着工戸数をみると、分譲住宅は前年を上回っているものの、持家、貸家は前年を下回っており、全
体では前年を下回っている。 

◼ 公共事業 「前年を上回っている」 

○ 公共工事前払保証請負金額をみると、前年を上回っている。 
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１．個人消費

【グラフ１】

（注）令和5年1-2月期は当局試算である。 【経済産業省】

【グラフ２】

（注）令和5年1-2月期は当局試算である。 【経済産業省】

【グラフ３】

（注）令和5年1-2月期は当局試算である。 【経済産業省】

物価上昇の影響はみられるものの、持ち直している

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

4年 5年 4年 5年

全店 9.1 12.9 2.7 10.2 1.3 8.3 11.5 7.5 10.5 17.7 11.6 9.0 0.7 0.1 7.7 12.6

既存店 9.1 12.9 2.7 10.2 1.3 8.3 11.5 7.5 10.5 17.7 11.6 9.0 0.7 0.1 7.7 12.6

▲ 10

0

10

20

対前年増減率（％）

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

4年 5年 4年 5年

全店 ▲ 1.9 ▲ 1.5 3.2 1.4 0.1 ▲ 0.1 ▲ 3.4 ▲ 2.1 ▲ 0.4 ▲ 2.7 ▲ 1.4 2.7 2.8 4.0 2.2 0.6

既存店 ▲ 2.5 ▲ 2.5 1.6 ▲ 0.1 ▲ 0.8 ▲ 0.8 ▲ 4.0 ▲ 2.7 ▲ 1.3 ▲ 3.6 ▲ 2.5 1.0 1.2 2.5 0.7 ▲ 0.9

▲ 10

▲ 5

0

5

10

対前年増減率（％）
スーパー販売額（神奈川県）

百貨店販売額（神奈川県）

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

4年 5年 4年 5年

全店 2.0 3.0 4.4 3.9 2.1 1.5 1.4 2.9 3.6 3.8 1.4 5.1 5.8 2.5 3.6 4.3

▲ 10

▲ 5

0

5

10

対前年増減率（％）
コンビニエンスストア販売額（神奈川県）
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【グラフ４】

（注）全店ベース。令和5年1-2月期は当局試算である。 　【経済産業省】

【グラフ５】

【日本自動車販売協会連合会・全国軽自動車協会連合会】

4-6 7-9 10-12 1-3 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

4年 5年 4年 5年

普通車【左軸】 20,313 25,832 24,564 36,368 6,567 5,786 7,960 8,496 7,151 10,185 7,937 8,364 8,263 9,303 11,393 15,672

小型車【左軸】 12,164 12,550 14,489 17,674 4,212 3,663 4,289 4,144 3,431 4,975 5,469 5,187 3,833 5,047 5,666 6,961

軽自動車【左軸】 9,974 12,032 12,289 14,236 3,300 2,887 3,787 4,212 3,297 4,523 4,172 4,346 3,771 4,170 4,373 5,693

対前年増減率【右軸】 ▲ 15.4 0.6 7.7 14.9 ▲ 12.4▲ 21.6▲ 12.5 ▲ 8.9 ▲ 11.0 22.8 25.5 4.5 ▲ 4.1 9.4 24.6 12.0
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45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000
（台）

対前年増減率（％）
乗用車新車登録届出台数（神奈川県）

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

4年 5年 4年 5年

ドラッグストア 2.7 5.9 8.2 4.3 6.6 3.3 1.7 3.1 6.7 4.8 6.3 8.0 6.5 10.1 4.1 4.5

家電 ▲ 1.6 4.9 2.2 ▲ 3.0 5.6 0.7 ▲ 6.8 1.7 ▲ 1.5 5.1 12.8 11.2 1.1 ▲ 3.4 ▲ 3.5 ▲ 2.2

ホームセンター ▲ 4.0 ▲ 1.8 0.4 2.5 ▲ 4.0 ▲ 5.5 ▲ 6.7 0.8 ▲ 3.0 ▲ 2.0 ▲ 0.3 2.2 ▲ 2.7 1.5 2.4 2.6

▲ 40

▲ 20

0

20

40
対前年増減率（％） 業態別販売額（神奈川県）

-2-



２．生産活動

【グラフ６】

　

【神奈川県】

【グラフ７】

　

※

（注）四半期は当局試算である。 【神奈川県】

一部に供給面での制約の影響がみられる中、足踏みの状況にある

（注）四半期は当局試算である。

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

4年 5年 4年 5年

対前月（期）増減率【右軸】 4.0 6.5 ▲ 1.5 ▲ 5.5 ▲ 4.7 13.3 ▲ 9.5 11.3 ▲ 1.4 10.6 ▲ 8.0 1.9 ▲ 1.6 0.0 ▲ 4.6 ▲ 0.6

生産指数【左軸】 93.2 99.2 97.7 92.4 84.7 96.0 86.9 96.7 95.3 105.4 97.0 98.8 97.2 97.2 92.7 92.1

▲ 15

▲ 10

▲ 5
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生産指数（Ｈ27＝100）
対前月（期）増減率（％）

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

4年 5年 4年 5年

生産指数 93.2 99.2 97.7 92.4 84.7 96.0 86.9 96.7 95.3 105.4 97.0 98.8 97.2 97.2 92.7 92.1

輸送機械 80.0 91.9 99.0 86.7 78.1 84.5 62.7 92.8 92.6 91.1 92.1 97.3 94.8 104.8 86.6 86.8

化学 98.6 103.7 100.0 99.0 92.8 95.9 98.5 101.5 100.5 107.1 103.5 100.4 98.7 100.9 100.2 97.8

食料品・飲料 102.4 99.8 99.0 90.0 102.3 105.5 102.1 99.5 100.7 100.5 98.1 100.9 96.9 99.3 92.6 87.4

生産用機械 134.7 164.8 118.2 136.7 73.3 143.8 125.4 135.0 109.7 225.9 158.7 125.1 117.6 111.8 118.3 155.1
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生産指数（Ｈ27＝100）

工業生産指数（神奈川県：季節調整値）

業種別工業生産指数（神奈川県：季節調整値）
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３．雇用情勢

【グラフ８】

　（注）1．パートを含む。  2．令和5年1-2月期は当局試算である。 【厚生労働省】

【グラフ９】

　（注）1．パートを含む。  2．令和5年1-2月期は当局試算である。 【厚生労働省】

【グラフ１０】

　（注）四半期は当局試算である。 【神奈川労働局】

持ち直している

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

4年 5年 4年 5年

有効求人倍率（神奈川） 0.87 0.90 0.92 0.91 0.83 0.86 0.87 0.87 0.89 0.90 0.91 0.91 0.92 0.93 0.92 0.91

有効求人倍率（全国） 1.25 1.30 1.35 1.35 1.23 1.24 1.25 1.27 1.28 1.31 1.32 1.34 1.35 1.36 1.35 1.34

0.7

0.9

1.1

1.3

1.5

（倍）

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

4年 5年 4年 5年

新規求人数 33,586 33,607 33,734 33,033 33,530 33,241 33,724 33,794 33,369 33,763 33,690 33,530 33,749 33,924 33,375 32,691

20,000

25,000

30,000

35,000

（人）

有効求人倍率（季節調整値）

新規求人数（神奈川県：季節調整値）

雇用保険受給者実人員（神奈川県）

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

4年 5年 4年 5年

雇用保険受給者実人員【左軸】 24,56728,06626,02024,218 24,32723,59223,67526,43427,26129,05427,88426,79725,73725,52624,30824,128

対前年増減率【右軸】 ▲ 15.9▲ 9.6 ▲ 5.2 ▲ 3.6 ▲ 17.2▲ 19.3▲ 13.3▲ 14.8▲ 13.0▲ 8.2 ▲ 7.5 ▲ 6.2 ▲ 3.7 ▲ 5.6 ▲ 4.8 ▲ 2.2

▲ 60

▲ 40

▲ 20
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30,000

35,000
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（人）
対前年増減率（％）

雇用保険受給者実人員（神奈川県）
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４．設備投資

【グラフ１１】

　

５．企業収益

【グラフ１２】

4年度は増加見込みとなっている（全規模・全産業）

【横浜財務事務所（法人企業景気予測調査）】

4年度は増益見込みとなっている（全規模）

     【横浜財務事務所（法人企業景気予測調査）】

29.5

25.6

28.0

23.3

32.4
30.3
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4年度通期（4年10～12月期調査） 4年度通期（5年1～3月期調査）

全産業

製造業

非製造業

対前年増減率（％）
神奈川県内企業の設備投資計画（業種別）

14.4

4.4

13.3

▲ 2.5

16.2
16.8

▲ 5
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4年度通期（4年10～12月期調査） 4年度通期（5年1～3月期調査）

全産業

製造業

非製造業

対前年増減率（％） 神奈川県内企業の経常利益（業種別）

（除く「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」）
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６．企業の景況感

【グラフ１３】

　

　

７．住宅建設

【グラフ１４】

　

　

　（注）1.対前年増減率には給与住宅を含む。 2.四半期は当局試算である。

「下降」超幅が拡大している（全規模・全産業）

前年を下回っている

【国土交通省】

【横浜財務事務所（法人企業景気予測調査）】

10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9

元年 2年 3年 4年 5年

全規模 ▲ 13.9 ▲ 17.5 ▲ 52.8 ▲ 10.1 2.0 ▲ 11.9 ▲ 9.2 ▲ 1.0 5.1 ▲ 10.6 ▲ 7.8 0.6 ▲ 5.3 ▲ 6.3 ▲ 0.4 2.7

大企業 ▲ 12.0 ▲ 12.9 ▲ 45.5 ▲ 3.5 14.5 ▲ 3.8 ▲ 6.4 5.4 8.5 ▲ 5.8 ▲ 0.5 9.8 ▲ 7.1 ▲ 4.4 6.0 11.5

中堅企業 ▲ 12.4 ▲ 15.0 ▲ 56.3 ▲ 0.7 1.3 ▲ 9.3 ▲ 6.1 3.3 5.3 ▲ 9.5 ▲ 8.8 1.9 0.0 ▲ 2.6 0.0 2.0

中小企業 ▲ 17.9 ▲ 25.9 ▲ 59.4 ▲ 28.8 ▲ 12.7 ▲ 23.5 ▲ 15.0 ▲ 12.8 0.7 ▲ 17.6 ▲ 14.8 ▲ 10.8 ▲ 8.6 ▲ 12.3 ▲ 8.4 ▲ 7.1
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神奈川県内企業の景況判断ＢＳＩ

4-6 7-9 10-12 1-2 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

4年 5年 4年 5年

持家【左軸】 1,071 1,185 1,056 929 1,097 966 1,103 1,143 1,275 1,111 1,168 1,126 1,051 990 874 984

貸家【左軸】 2,032 2,615 2,073 1,869 2,329 2,006 2,220 1,870 2,889 2,121 2,836 2,400 1,758 2,060 2,072 1,665

分譲【左軸】 2,460 2,218 1,988 2,492 2,047 2,768 2,041 2,570 2,260 1,836 2,557 1,698 2,312 1,955 2,554 2,429

対前年増減率【右軸】 ▲ 2.1 20.7 ▲ 6.7 ▲ 6.5 3.1 28.0 ▲ 16.3 ▲ 9.3 31.6 ▲ 2.5 35.4 ▲ 5.4 0.9 ▲ 14.6 ▲ 7.6 ▲ 5.2
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（戸） 対前年増減率（％）新設住宅着工戸数（神奈川県）
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８．公共事業

【グラフ１５】

　（注）四半期は当局試算である。 【東日本建設業保証㈱他】

前年を上回っている

4-6 7-9 10-12 1-3 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

4年 5年 4年 5年

対前年増減率 ▲ 1.0 ▲ 25.8 ▲ 2.2 5.7 ▲ 6.8 0.8 5.2 14.3 ▲ 57.8 ▲ 3.4 ▲ 8.4 ▲ 8.8 15.3 118.1 ▲ 1.0 ▲ 21.0
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額対前年増減率（％） 公共工事前払保証請負金額
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